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■各会計決算の状況

－1－

※１ 歳入決算額から歳出決算額を
差し引いた額

※２ 年度中に生じた事由などにより、
翌年度に繰り越すこととなった
事業費にあてるための財源

※３ 形式収支額から翌年度繰越財
源を控除した額

（単位：百万円）

区　分 歳入 歳出 ※１ ※２ ※３

予　算　現　額 歳　入　決　算 執行率 歳　出　決　算 執行率 形式収支額 翌年度繰越財源 実質収支額

A B B/A C C/A D=B-C E F=D-E
1,381,097 1,262,303 91.4 1,250,211 90.5 12,093 8,116 3,976

786 646 82.1 646 82.1 0 0 0

475 448 94.3 448 94.3 0 0 0

74 261 352.5 47 63.6 214 0 214

182,313 178,745 98.0 177,671 97.5 1,074 0 1,074

37,628 37,990 101.0 36,388 96.7 1,602 0 1,602

180,303 177,155 98.3 176,417 97.8 738 0 738

3,093 3,758 121.5 3,084 99.7 674 0 674

404,672 399,002 98.6 394,701 97.5 4,301 0 4,301

1,785,769 1,661,305 93.0 1,644,912 92.1 16,394 8,116 8,277

459,072 386,674 84.2 386,674 84.2 0 0 0公 債 会 計

母子父子寡婦福祉資金貸付

合 計

会　計

一 般 会 計

国 民 健 康 保 険

小 計

後 期 高 齢 者 医 療

介 護 保 険

特

別

会

計

土 地 区 画 整 理

駐 車 場

基 金

（単位：百万円）

区　分
収益的収入 収益的支出 差引

A B A-B
26,972 28,337 ▲ 1,364 549

2,242 2,264 ▲ 21 1,776

1,742 1,597 145 468

54,670 42,069 12,601 9,736

48,630 38,011 10,619 13,811

52,696 50,413 2,283 4,568

186,952 162,690 24,262 30,908

未処分利益剰余金
（▲未処理欠損金）

累積資金残高
（▲資金不足）

会　計

合 計 ▲ 165,297

水 道 事 業 会 計 20,368

企

業

会

計

病 院 事 業 会 計 ▲ 8,443

中央卸売市場事業会計 ▲ 4,799

軌 道 整 備 事 業 会 計 ▲ 890

高 速 電 車 事 業 会 計 ▲ 170,976

下 水 道 事 業 会 計 ▲ 556



令和７年度最終予算額は、前年度比3.8％増の1兆3,811億円

・令和７年度の当初予算は「子ども・子育て支援」、「ＧＸ・経済活性化」、「ウェルネス・ユニバーサル・スマート」、「安全・安心」、「喫緊の課題への対

応」の５つの柱に沿いながら、 「札幌市まちづくり戦略ビジョン・アクションプラン2023」に掲げた各事業を着実に推進するとともに、物価高騰・

人手不足などへの対応に重点的に取り組んだ結果、前年度比2.0％増の１兆2,666億円となりました。

・その後、物価高騰対策等、年度内に機動的に対応を要する経費などについて、計８回、788億円を補正予算（専決処分含む）として追加すると

ともに、前年度からの繰越事業に係る経費356億円を加え、最終予算額は1兆3,811億円となりました。

■一般会計決算の状況（最終予算額）

－2－

1,241,700 

1,266,600 

41,135 

78,850 

47,811 

35,647 

Ｒ６年度

Ｒ７年度

当初予算額 補正予算額 前年度からの繰越額

（単位：百万円）

伸率
2.0％

伸率
3.8％

最終予算額
1,330,645

最終予算額
1,381,097

979,626 1,028,072 1,045,365 1,065,009 
1,434,979 1,481,891 1,355,700 1,312,189 1,330,645 1,381,097 

Ｈ28年度 Ｈ29年度 Ｈ30年度 Ｒ元年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度

（参考）過去10年間の最終予算額の推移 （単位：百万円）



■一般会計決算の状況（収支の状況）

－3－

実質収支（決算剰余金）は40億円

・実質収支（決算剰余金）は、歳入において市税等の一般財源が予算額を上回ったことに加え、歳出において可能な限りの節減を図ったことに

より、昨年度と同水準の40億円となりました。

・この実質収支の40億円については、20億円を財政調整基金に積み立て、残余は令和８年度に繰り越しました。

実質収支の推移 （単位：百万円）
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4,527 

3,891 

5,979 

7,250 

4,476 

6,858 

11,822 

9,784 

6,822 
6,102 

4,218 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

Ｈ13 Ｈ14 Ｈ15 Ｈ16 Ｈ17 Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ元 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７

1,250,211

1,230,300

5,670

3,976 

4,218 

歳
出

歳
入

歳
出

歳
入

Ｒ
７
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Ｒ
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（単位：百万円）

翌年度繰越財源 8,116
年度中に生じた事由などにより、
翌年度に繰り越すこととなった

事業費にあてるための財源
9,888

実質収支

形式収支

1,262,303

1,240,188

Ｒ
７
年
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決
算
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■一般会計決算の状況（歳入決算の概要）

－4－

令和７年度歳入決算額は、前年度比1.8％増の1兆2,623億円

・市税は前年度から8.2％の増加

市税は、総所得分にかかる一人当たり所得割額の増加及び定額減税の影響等により個人市民税が大幅増となったほか、地価の上昇や家
屋の新増築等による固定資産税の増や企業業績が堅調に推移したことに等よる法人市民税の増などにより、前年度から293億円増加と
過去最高の市税収入となりました。

・地方交付税は前年度から8.4％の増加
地方交付税は、臨時経済対策経費等の追加によって基準財政需要額が増加したことに伴い、前年度から128億円の増加となりました。
（令和７年度は臨時財政対策債が皆減となっており、それを加味した場合、前年度から９億円増加しました。）

・市債は前年度から36.0％の減少（建設債等は26.8％の減少）
臨時財政対策債の皆減の影響を除くと224億円の減となりますが、これは中央区複合庁舎整備費の減や、駒岡清掃工場更新費の減等に
よるものです。

※１ 「その他」には、使用料及び手数料、道支出金、財産
収入、諸収入などが含まれます。
※２ 震災復興特別交付税を含みます。
※３ 本来、国が現金で交付すべき地方交付税の一部に
ついて、市が代わりに一時的に借金をしているもので、
返済に要する経費は将来の地方交付税に加算されて交
付されます。

385,924

市税

356,657

166,086

地方交付税 153,237

320,900

国庫支出金

313,280

61,041

市債

95,419

328,352

その他（※１）

321,595

Ｒ７年度

Ｒ６年度

（単位：百万円）

29,267
（8.2%）

12,849
（8.4%）

7,620
（2.4%）

▲34,378
（▲36.0%）

6,757
（2.1%）

22,115

（1.8％）

建設債等 83,421
臨時財政対策債 11,998

建設債等 61,041（前年度比▲ 26.8%）
臨時財政対策債 0（前年度比▲100.0％）

1,262,303

1,240,188

【内訳】 Ｒ６年度 Ｒ７年度 増減額

普 通 交 付 税 149,115 159,668 10,553

特 別 交 付 税 ※ ２ 4,122 6,419 2,296

Ｒ６年度 Ｒ７年度 増減額 増減率

地 方 交 付 税 153,237 166,086 12,849 8.4％

臨時財政対策債※３ 11,998 0 ▲ 11,998 ▲ 100.0％

合 計 165,235 166,086 851 0.5％



－5－

■一般会計決算の状況（目的別歳出決算の概要）

令和７年度歳出決算額は、前年度比1.6％増の1兆2,502億円

・保健福祉費は前年度から1.5％の増加
児童手当費の増等により、前年度から76億円の増加となりました。

・土木費は前年度から4.6％の増加
道路除雪費の増等により、前年度から54億円の増加となりました。

・教育費は前年度から13.6％の増加
ＧＩＧＡスクール構想推進費の増等により、前年度から89億円の増加となりました。

・環境費は前年度から24.1％の減少
駒岡清掃工場更新費の減等により、前年度から102億円の減少となりました。

510,977

保健福祉費

503,381

32,100

環境費 42,294

93,547

経済費

95,488

123,024

土木費

117,669

74,517

教育費 65,571

95,213

公債費

95,924

165,130

職員費

162,658

155,703

その他（※）

147,315

Ｒ７年度

Ｒ６年度

7,596
（1.5%）

▲10,194
（▲24.1%）

19,910
（1.6%）

※「その他」には、総務費、諸支出金などが含まれます。

▲1,941
（▲2.0%）

8,946
（13.6%）

▲710
（▲0.7%）

2,472
（1.5%）

5,354
（4.6％）

8,388
（5.7%）

（単位：百万円）

1,250,211

1,230,300



－6－

■一般会計決算の状況（性質別歳出決算の概要）

・物件費は前年度から13.1％の増加
小中学校等における１人１台タブレット端末の整備をはじめとするＧＩＧＡスクール構想推進費や学校におけるデジタル環境の整備を行う教
育の情報化推進費の増等により、前年度から164億円の増加となりました。

・補助費等は前年度から5.8％の増加
物価高騰の状況を鑑み、市民の生活を守るため、家事用の水道料金について２か月分の基本料金減額を行ったことや、公共交通ネットワー
クの確保に向けた事業者への補助等を行ったため、前年度から38億円の増加となりました。

・普通建設事業費は前年度から12.1％の減少
令和６年度に供用開始となった中央区複合庁舎の整備費や、令和７年度に供用開始となった駒岡清掃工場の更新費の減等により、前年度
から175億円の減少となりました。

176,654

人件費

175,075

141,387

物件費

125,012

424,658

扶助費

418,633

127,225

普通建設事業費 144,727

94,728

公債費

95,336

69,764

補助費等 65,962

215,794

その他（※）

205,555

1,250,211

1,230,300

Ｒ７年度

Ｒ６年度

1,579
（0.9%）

▲17,503
（▲12.1%）

※「その他」には、維持補修費や貸付金などが含まれます。

3,803
（5.8%）

▲607
（▲0.6%） 1,841

（1.2%）

10,240
（5.0%）

19,910
（1.6%）

6,025
（1.4%）

（単位：百万円）



財政調整基金の令和８年度末残高は119億円の見込み

・令和７年度の財政調整基金の支消は、過去最大となる81億円となりました。

・また、決算剰余金のうち20億円を積み立てた結果、令和７年度末残高は

224億円となりました。

・令和８年度に当初予算どおり105億円を支消した場合、令和８年度末残高

は119億円となる見込みです。しかしながら、今後の補正予算などを踏まえ

ると、アクションプラン2023で最低限維持するとした100億円を下回る可

能性もあります。

■主要財政指標の状況（１）

全会計市債残高は前年度から減少

・一般会計の市債残高は、建設債6,370億円と臨時財政対策債4,545億円

を合わせて1兆915億円となり、前年度比1.9％の減となりました。

・特別会計、企業会計を含めた全会計の市債残高は、前年度比1.2％減の

1兆6,034億円となりました。

・このうち、臨時財政対策債を除いた市債残高は、アクションプラン2023で

ベンチマークとして設定した平成26年度末残高の1兆3,210億円を下回る

水準となっております。

財政調整基金の状況 （単位：億円）

114
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32 25
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7,240 

5,324 5,193 5,102 5,119 

5,970 

5,517 5,750 6,166 6,370 

5,464 
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4,965 4,545 

16,305 16,226 
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0

5,000

10,000

15,000

20,000

H26
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特別会計・企業会計 一般会計の建設債等 一般会計の臨財債

10,841 10,943 11,268 11,489

一般
会計

10,981

一般
会計

11,033

一般
会計

11,131

一般
会計

10,915
(▲1.9%)

ﾍﾞﾝﾁﾏｰｸ
13,210

（単位：億円）市債残高の推移

▲419
（▲8.4％）

▲318
（▲6.0％）

▲181
（▲3.3％）

233
（4.2％）

416
（7.2％）

203
（3.3％）

－7－

少なくとも残高100億
円以上の水準を維持



Ｒ６年度決算 Ｒ７年度決算 早期健全化基準 財政再生基準

－ － 11.25% 20%

－ － 16.25% 30%

3.2% 3.5% 25% 35%

22.2% 17.6% 400%

Ｒ６年度決算 Ｒ７年度決算 経営健全化基準
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■主要財政指標の状況（２）

－8－

健全化判断比率は政令市平均より低い状況

・健全化判断比率とは「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に基づく、自治体の財政の健全性を示す指標の一つで、この値が低いほど財政状況が健

全と判断されます。

・次のページに示す資産老朽化比率は、政令市移行時に建設した市有施設の老朽化が進んでいるため政令市平均よりも高くなっております。

・市有施設の更新需要が今後増加することにより、市債残高も増加し、実質公債費比率の悪化が見込まれます。

将
来
負
担
比
率

％

政令市の健全化判断比率（R6年度決算）

実質公債費比率 ％

公債費負担：大

債務水準:高

札幌市
（3.2,22.2） 政令市平均

（6.7,66.2）

■実質公債費比率
一般会計等が負担する元利償還金及び準元利償還金の標準財政規模(※)

に対する比率

※標準財政規模
地方公共団体の標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源の規模を示す

もので、標準税収入額等に普通交付税及び臨時財政対策債発行可能額を加算した額。
令和６年度決算：564,838,895千円、令和７年度決算：580,523,738千円

■実質赤字比率
一般会計等を対象とした実質赤字の標準財政規模に対する比率

■連結実質赤字比率
全会計を対象とした実質赤字（又は資金の不足額）の標準財政規模に

対する比率

■将来負担比率
一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模に対する比率

※1 上図における健全化判断比率のうち「－」と表記されているのは実質赤字がなかったことを、
資金不足比率が「－」と表記されているのは資金不足がなかったことを表しています。

※2 他の公営企業会計とは、中央卸売市場会計、軌道整備事業会計、高速電車事業会計、水道事
業会計、下水道事業会計を指します。
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※令和６年度決算における有形固定資産減価償却率を公表して
いる都市については、その公表値を引用しています。
公表していない都市（大阪市、堺市、岡山市、熊本市）については、
対象となる有形固定資産の範囲を土地、立木竹、建設仮勘定及
び物品を除く償却資産として、各都市の一般会計等の貸借対照
表から札幌市が算出しています。

※ ○内数字は政令指定都市の中で望ましいほうから数えた順位。

■財政力指数
標準的な行政を行うとき、自ら賄える財源の割合を示す指標であり、交付税にど

れだけ依存せずに財政運営をしているか示すもの。

■経常収支比率
経常的に収入される市税や地方交付税などの財源が、義務的で毎年固定的に

支出される経費にどれだけ充てられているかを示す割合で、比率が低いほど、自
治体独自の施策に充当できる財源が大きくなる。

Ｒ3年度 Ｒ4年度 Ｒ5年度 Ｒ6年度 Ｒ7年度
指定都市平均

R6年度

⑰　0.724 ⑰　0.723 ⑰　0.711 ⑰　0.706 0.691 0.836

⑨　93.0 ⑦　94.9 ⑧　95.4 ⑩　98.0 97.7 97.1

財政力指数

経常収支比率（%)

その他の指標

将来的な財政見通しについて

・市税等の一般財源の増加に対し、物価や賃金水準、昨今の金利上昇、福祉など扶助費の増加といった固定的な歳出の増加が上回

っていることにより、財政調整基金の支消額が増加し、想定以上の残高の減少が続いています。

・当面、各種経費の上昇は続くと見込まれ、このままでは更なる財政状況の悪化が危惧されることから、より一層の「内部経費の徹

底的な見直しと節減」と「事業の選択と集中」に取り組んでいく必要があります。



■市税決算の概要

市税決算額は前年度比8.2％増の3,859億円

・市税は、総所得分にかかる一人当たり所得割額の増加及
び定額減税の影響による個人市民税の増や、地価上昇な
どによる固定資産税の増等により、前年度から293億円
の増加となりました。

・収入率については、スマートフォン決済アプリによる納税、
口座振替のインターネット受付サービスを導入など、納税
者の利便性向上に順次取り組んできたことや、納税お知
らせセンターを活用した徴収強化にも取り組んできたこ
とにより、昨年度に引き続き過去最高の99.2％を維持し
ました。
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（単位：百万円、％）

（単位：百万円、％）

338,947 335,437 334,596

347,606
353,773 356,657

385,924

98.9
98.3

99.0 99.0 99.1 99.2 99.2

91.0

93.0

95.0

97.0

99.0

300,000

320,000

340,000

360,000

380,000

400,000

Ｒ元年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度

市税決算額 収入率

Ａ 構成比 Ｂ 構成比 Ｃ 構成比 Ｃ － Ａ 伸 率 Ｃ － Ｂ 伸 率

138 0.5

3,624 0.9

滞 納 繰 越 分 1,237 0.3 1,200 0.3

合 計 356,657 100.0 382,300 100.0

▲ 6 ▲ 0.5

28,711

165,842

7.4 80 0.3

▲ 3.5

100.0 29,267 8.2385,924

1,194 0.3 ▲ 43

そ の 他 28,631 8.0 28,573 7.5

法 人 市 民 税 27,707 7.8

4.6 954
固 定 資 産 税

都 市 計 画 税
158,511 44.4 164,888 43.1

28,522 7.5 30,102

0.6

7.8 2,395 8.6 1,580 5.5

7,33143.0

0.6

99.7 29,310 8.2 3,630 1.0

160,075 41.5 19,505 13.9 958

384,730

令 和 ６ 年 度 令 和 ７ 年 度

決 算 額 予 算 額 決 算 額 令 和 ６ 年 度 決 算 比 令 和 ７ 年 度 予 算 比

現 年 課 税 分 355,420 99.7 381,100 99.7

個 人 市 民 税 140,571 39.4 159,117 41.6
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